
担当 電話

（出資割合 ）

① ②

〒 電話

（詳細については事業評価シート参照）

[No.]　[主要事業名]　（該当ページ）　

[設立・出資目的と当該事業との具体的な関連性]

① ②

③ ④

⑤ ⑥

⑦ ⑧

÷ 総支出

(3)主要事業の有効性 （出資・設立目的に対して事業効果は、十分出ているか）

(4)主要事業の質・量 （出資・設立目的の達成のために、必要十分な事業が実施されているか）

役員 10歳代 6 年
常勤理事 20歳代 11 年
常勤監事 30歳代 3
非常勤理事
非常勤監事 理事長

職員
常勤管理職
常勤一般職
非常勤職員

経済観光局雇用推進部雇用推進課
（一財）札幌勤労者職業福祉センター

総数

8

102

50歳代
60歳代

プロパー職員の年齢構成
理事40歳代

0 0

0 1 0 監事

5
2

62

0 0

2

団体所在地

２　実施事業

沿
革

団体設立

事業開始

財団法人から一般財団法人に移行

宴会、会議・研修、宿泊、レストラン部門等の事業と
合同企業説明会やインターンシップの実施により、勤
労者の雇用の促進と福祉の向上に貢献する。

主な出資者
札幌市 (75.0%) 北海道 (25.0%)

令和２年度　出資団体評価シート
１　基本情報

団体名

設立年月日

設立・出資目的

基本財産

所管課

記入者

昭和60年(1985年）1月30日

本市出資額

出資年月日

昭和59年

昭和61年

平成26年

15,000千円 75.0%20,000千円

011-211-2278常見

代表者 理事長（非常勤）　石川　敏也（副市長）

平均年齢

0

□■

音楽ホール、プール、文化教室、宴会、会議・研修、宿泊、レストラン等の各部門の事業実施に加
え、合同企業説明会やインターンシップ等の雇用労働関連事業の実施や地域関連事業への協力など、
勤労者福祉施設及び地域の中核的集客施設として大きな役割を果たしている。

(2)総支出に占める事業支出割合 100.0%

札幌市北区北24条西5丁目1番1号

施設は、音楽ホール、プール、文化教室部門において公益的サービスを提供しているほか、就業サ
ポートセンターが設置され、市の就労支援事業の拠点となっている。宴会、会議・研修、宿泊、レス
トラン部門等の事業を含めて年間約39万人の利用があり、勤労者の雇用の促進と福祉の向上に資する
必要十分な事業が実施されている。

実施されていない

評価

理由

0 0

昭和59年(1984年）12月27日

勤労者の雇用と福祉に関する事業を総合
的に行い、もって勤労者の雇用の促進と
福祉の向上に寄与することを目的とす
る。

001-0024 011-758-3111

文化・スポーツ事業（6ページ）

音楽ホール、プール、文化教室部門の事業の実施に
より、勤労者及び地域住民の福祉の向上に貢献す
る。

(1)

文化・スポーツ事業以外の福祉事業（5ページ）

4

(主要事業支出合計 763,393千円 763,392千円)

十分出ている □高める余地あり

0

本市OB

３　団体職員・構成員等

■

本市派遣プロパーその他

出ていない

実施されている □一部見直す必要がある □評価

令和2年4月1日現在(単位：人)

理由

役員の任期

H31.4.1時点
105
105

R1.6

16 19

0

5 職員総数の推移(人)

歳

0
10 0

H30.4.1時点

代表権のある役員の
就任年月

53.0

1 （一財）札幌勤労者職業福祉センター



※数字は団体決算ベース（金額単位：千円）

経常収益(a)

経常費用(b)

うち管理費等(c)

うち人件費(d)

当期経常増減額(e)

当期正味財産増減額(f)

資産(g)

流動資産(h)

固定資産(i)

うち基本財産(j)

負債(k)

流動負債(l)

固定負債(m)

正味財産(n)

借入金残高(o)

R1年度決算の概要　

区分

(a)

(b)
(f)

(o)

※詳細は、別添の貸借対照表、正味財産増減計算書を参照。

※数字は札幌市決算ベース（金額単位：千円）

 市委託料

市業務委託料

うち随意契約

市指定管理費

うち非公募

（参考）再委託額

うち市業務委託分

再委託率

 損失補償等限度額

 損失補償契約等に係る債務残高

 （参考）市施設利用料金収入

うち非公募

経
常
増
減

179,000

0

順調に計画通りの収益をあげていたが、令和2年(2020年)１月に発生した新型コロナウイルス感染症の
感染拡大に伴い、温水プールの利用休止などの影響を受け、利用者が著しく減少したことにより、前年
比59,650千円の収入減となった。
従来から経費節減に努めたことに加え、新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者が著しく減少
したため、光熱水費等の経費が減少し、前年比24,057千円の経費減となったが、収入減が大きく、当期
正味財産増減額は19,861千円の赤字となった。

負債のうち、本市からの借入金について、25,000千円の繰上償還を実施した。(残債154,000千円)

当期収入の増減、収支の状況、資産・負債の大幅な変動の要因等

区　分

区　分

0

 市貸付金残高

 市補助金・交付金・負担金

R1年度決算

46,779

0

0

0

0

0

0

0

0

0

179,000

179,000

225,838

20,000

309,231 241,852

60,274

181,578

45,167

68,486

218,533

20,000

96,282

212,949

65,029

787,449

30,498

297,250

16,132 ▲ 19,461

▲ 19,861

287,019

R1年度決算

743,931

763,392

30,259

292,114

10,465

374,260

(0)

(0)

(0)

(▲ 25,000)

(0)

154,000

154,000

(0)

(▲ 25,000)

0

0

0

 市貸付金

(0)

(0)0

(0)

(0)

(0)

(0)0

0

0

0

0

0

(＋3,394)

(0)

43,385

0

５　本市の財政的関与

（前年比）H30年度決算

(▲ 35,593)

(▲ 19,862)

(▲ 25,000)

(▲ 36,008)

(▲ 31,371)

(0)

(▲ 67,379)

154,000

148,422

４　財政状況

（経常収益比）

(4.1%) (▲ 239)

(39.3%) (▲ 5,136)

(▲ 59,650)

(▲ 24,057)

（前年比）

財
務
状
況

正
味
財
産
増
減
計
算
書

(100.0%)

(▲ 79,936)

(▲ 7,305)

(▲ 30,326)

貸
借
対
照
表

(▲ 87,241)

H30年度決算

803,581

2 （一財）札幌勤労者職業福祉センター



６　財務指標に基づく評価

剰余金(n-j)

自己資本比率(n÷g)

流動比率(h÷l)

固定比率(i÷n)

借入金依存度(o÷g)

職員一人当り経常収益

職員一人当り管理費

市依存度（収入）

市財政的関与割合(収入）

(注１)市収入＝市補助金・交付金＋市業務委託料（随意契約分）＋市指定管理費（非公募分）＋市施設利用料金収入（非公募分）

(注２)市収入＝市補助金・交付金＋市業務委託料＋市指定管理費＋市施設利用料金収入

７　「札幌市出資団体の在り方に関する基本方針」に基づく具体的な行動計画の進捗評価

　※1詳細については具体的な行動計画（別冊子）を参照

　※2指標の実績値は各年度末時点のもの

(1)出資・出捐

No.

目標
実績
目標
実績

(2)人的関与

No.

目標
実績
目標
実績

(3)団体の活用

No.

目標
実績
目標
実績

②

2人2人

① 施設利用者数(財団直営分)
―

459,043人
460,000人

2人2人

R元年度 R２年度

　○取組目標
　指標名

1人

評
価

開業当初の初度調弁費としての札幌市からの借入金の償還を優先して進めていく必要性があり、今後
も内部留保資金が生じる見込みは少ないことから、当面の間は現出捐金額を維持しつつ、財務状況等
を十分に勘案した上で、出資の見直しについても検討を進める。

①

②

1人1人
市派遣職員数

― 1人
1人

15,000千円

15,000千円
本市出捐金

15,000千円―
15,000千円

2人
1人
―

1人
2人

1人
1人
2人2人

15,000千円

6.3% (＋0.9%)

5.4% 6.3% (＋0.9%)

市収入(注2)÷経常収益

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

H30年度

前年比較増

≧50％

≧150%

≦100％

53.7% (＋5.8%) 借入金残高÷資産

正味財産-基本財産

17.4% 15.7% (▲1.6%) 正味財産÷資産

37.0%

前年比較減

□□■ 概ね健全 やや低い 低い

前年比較減

前年比較減

（金額単位：千円）

前年比較減

項　目

前年比較減

前年比較増

R1年度 (前年比)

⑵生産性

7,653千円 7,085千円 (▲ 568千円)

290千円 288千円 (▲ 2千円)

39.3% (＋2.3%) 前年比較減

評価基準

管理費等÷経常収益

経常収益÷職員総数

備　考

固定資産÷正味財産

47.8%

人件費率(経常収益比)(d÷a)

管理費率(経常収益比)(c÷a) 3.8% 4.1% (＋0.3%)

5.4%

□ 非常に高い □

154.2% 113.6% (▲40.5%) 流動資産÷流動負債

347.3% 483.8% (＋136.5%)

⑴健全性

45,029 25,167 (▲ 19,862)

理
由

・健全性について、自己資本比率、固定比率ともに望ましい水準ではなく、債務超過、累積欠損の状
態にないものの、新型コロナウイルスの影響により、各指標が悪化しており、収益改善の必要があ
る。
・生産性について、職員数の適正化、経費の節減等を進めてきており、概ね良好な水準にある。
・自立性について、市依存度、市財政的関与割合ともに前年同様であり、良好な水準にある。

⑶自立性
市収入(注1)÷経常収益

管理費等÷職員総数

人件費÷経常収益

健全性の評価 高い

ここでは、具体的な行動計画(※1)で示した取組目標について、年度ごとの指標(※2)の達成状況とその評価を行う。

○出資必要性の継続的な見直し

○必要な人的関与の継続

○団体が持つ運営ノウハウを生かした効率的な事業運営

評
価

当該施設は、音楽ホール、プールなどの公益的サービスの提供を担っていることに加え、雇用労働関連事業および
地域交流の拠点としての機能を有するなど、市の施策と密接した関わりがあるため、施設運営にあたっては、市と
の緊密な連携、市政全般に関する幅広い知識と豊富な経験が欠かせないことから、引き続き市職員１名の派遣を継
続した。

　○取組目標

①

② 市職員の理事就任数

　指標名

　○取組目標
　指標名

2人

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

15,000千円

15,000千円15,000千円

15,000千円

15,000千円

1人

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度

2人

150,000人460,000人
436,958人

460,000人
392,094人

460,000人
447,520人449,186人

3 （一財）札幌勤労者職業福祉センター



評
価

団体が蓄積してきた運営ノウハウを最大限活用し、各部門間の連携・調整により、効率性を保ちつつ利便性の高い
施設運営を行うことで一定程度の施設利用者数を確保しているが、令和2年(2020年)1月に発生した新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、2月以降の利用者数が著しく減少した。このため、R2年度の目標値を再設定する。

4 （一財）札幌勤労者職業福祉センター



(4)更なる経営の安定化

No.

目標
実績
目標
実績

(5)団体統制

No.

目標
実績
目標
実績

(6)札幌市の施策との連動

No.

目標
実績
目標
実績

ホームページ公開情報
ホームページアドレス

Eメールアドレス

【経営状況等】
■ 定款 ■ 役員名簿 □ 団体機構図 ■ 事業計画書 ■ 予算書
■ 事業報告書 ■ 決算書 □ 中長期的な経営計画

【事業情報等】
■ 実施事業（イベント）情報 ■ 管理施設情報
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

ホームページ以外の情報媒体

※特記ない限り、本評価シートの情報は令和２年7月1日現在のものです。

評
価

飲食材料の調達について、地元企業の受注拡大の観点から、市内企業への優先的な発注を行っている
が、障害者就労施設等への物品又は役務の発注については、今後、積極的に取り組む必要がある。
（R1年度の実績1件は宿泊アメニティの袋詰め）

　○取組目標
　指標名

②
障害者就労施設への発注
件数(物品・役務)

― 2件 2件 2件 2件 2件
0件 0件 0件 0件 1件

① 市内企業からの調達割合
― 99% 99% 99% 99% 99%
99% 99% 99% 99% 99%

評
価

外部監査の継続実施により、適正な財務管理と、法令等を遵守した透明性の高い団体運営が図られて
いる。

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

②

実施 実施 実施 実施
実施 実施 実施 実施 実施

評
価

① 札幌市からの借入金
― 229,000千円

　○取組目標
　指標名

① 外部監査の実施
― 実施

② 当期利益
― 25,000千円

計画策定時 H28年度

25,000千円 25,000千円

154,000千円

H28年度

25,000千円 25,000千円

40,664千円 20,008千円 10,696千円 10,465千円

129,000千円

　○取組目標
　指標名

計画策定時 R元年度 R２年度

８　情報公開等の状況

H29年度

パンフレット、チラシ、ＤＭ広報誌・冊子の発行：

generals@s-sunplaza.or.jp
http://www.s-sunplaza.or.jp

○運営基盤の強化と団体の自立性の向上

○外部監査の実施

○市内企業の受注機会の拡大と、障害者就労施設からの物品等調達の実施

H29年度 H30年度

H30年度 R元年度 R２年度

276,000千円 229,000千円

204,000千円 179,000千円

▲19,891千円

新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者数が著しく減少しており、早期に収益の改善を図ることは困難と
思われる。従来より一層の経費節減に努めるとともに、雇用調整助成金等の公的支援を活用しつつ、経営を維持
し、公的施設として安定的な運営を継続するため、事業内容等の見直しを行う必要がある。

204,000千円 179,000千円 154,000千円

5 （一財）札幌勤労者職業福祉センター

mailto:kaikaku@kaikaku.com
http://www.kaikaku.or.jp/


１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

事業評価 （ 1 ） 文化・スポーツ事業以外の福祉事業

事業所管課： 経済観光局雇用推進部雇用推進課 担当： 常見 電話： 011‐211-2278

（前年比）
(▲ 51,627)

(0)
(0)
(0)
(0)

(▲ 51,627)
(0)

➋ 宴会・法要のPRイベントの開催
➊ 合同企業説明会の実施

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

項目

1,956
100.33%

79.4

⑵活動指標

自主事業収入（補助金除く）

H30年度
642,068

79.9

0
0

R1年度
590,441

0
0

R1年度実績
1
6

0

⑵
収
支
状
況

令和2年(2020年)1月に発生した新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者が著しく減少している
ため、令和元年度は赤字となっており、感染症対策及び感染症収束後の需要回復等、収益の改善を図る
必要がある。

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

➏

当該事業の収支状況は □ 良好 □ 見直しの余地あり ■ 要改善

十分出ている 高める余地あり 出ていない□ ■ □

札幌市及び北海道労働局と連携した合同企業説明会の実施やインターンシップの受入に加え、施設内に
札幌市就業サポートセンター、北海道障害者職業センター等が設置され、これらの施設で年間約５万人
の利用があるなど、雇用促進・就労支援の面で大きな役割を果たしている。
また、宴会、会議・研修、宿泊、レストラン部門の事業は、４部門合計で約24万人の利用があり、勤労
者等の福祉の向上に寄与しているほか、「スローライフ・イン・にーよん」をはじめとする町内会、商
店街、飲料店協会等が主催する催し等への積極的な参加・協力を通じて、地域コミュニティの維持・活
性化に一定程度貢献している。

事業目的に対して事業の効果は

0
0

642,068
0

584,650
564,336
20,314
57,418
109.82%
H30年度実績

1
6
9

H30年度実績
81

55,660
96,078
21,209

1
6
9

1
R2年度目標

6
99

0
590,441

R1年度目標

0
588,485
568,313
20,172

(＋3,835)
(＋3,977)
(▲ 142)

(▲ 55,462)
(▲ 9.49%)

➎

93,920

R2年度目標
100

52,190
98,200
21,600
98,988 85,931

⑶成果指標

94,954

R1年度実績
162

47,570
86,272
19,680

R1年度目標
150

89,800
19,840

➎ レストランの利用者数

➊
➋
➌ 会議・研修の利用者数
➍

➏

宿泊の利用者数

合同企業説明会の参加者数

➌ レストランにおけるイベント・フェアの開催
➍

宴会の利用者数

札幌サンプラザにおける文化・スポーツ事業以外の福祉事業の実施
①雇用労働関連事業
　・札幌市や北海道労働局と連携した合同企業説明会の開催
　・札幌商工会議所と連携した近隣小中学校及び市内高校インターンシップ受入

②地域関連事業
　・町内会、商店街、料飲店協会等が主催する事業へ積極的に参加・協力
　　(例)暴力追放該当啓発活動、古紙回収事業、アダプトプログラム清掃作業、
　　　フラワーロード事業、ノースロード２４フェスタ、２４はしご酒

③会議、宿泊、レストラン、宴会等利用促進
　・自主事業の「晩餐会」等の企画や内覧会、ＤＭの発送等により誘致
　・地元アーティスト展や近隣高校の校外展、合同企業説明会などにふれあい広場
　　を活用し、利用客の増加を図っている。

昭和61年(1986年）9月20日

56,411

⑴事業内容

⑵事業目的
勤労者福祉施設、地域の中核的集客施設として、各種事業を通じて、勤労者の充実した職業生
活、社会生活を支援するほか、地域の活性化に寄与する。

⑶事業開始

6 （一財）札幌勤労者職業福祉センター



１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

事業評価 （ 2 ） 文化・スポーツ事業

事業所管課： 経済観光局雇用推進部雇用推進課 担当： 常見 電話： 011‐211-2278

②プール部門：プールの一般開放及び水泳教室の開催
　　　　　　　(市の公的温水プールとしての位置付け)

⑴事業内容

札幌サンプラザにおける文化・スポーツ事業の実施
①音楽ホール部門：音楽コンクール、ピアノ発表会等の舞台芸術活動、地域の催物、 市補助金 46,779
　　　　　　　　　講演会等の開催

③文化教室部門：書道･音楽･文芸･絵画･舞踊･言語･工芸などの教室への貸室提供

⑵事業目的
勤労者福祉施設、地域の中核的集客施設として、文化･スポーツの活動の場を提供して、勤労者
や地域住民の健康と充実した職業生活、社会生活を支援する。

⑶事業開始 昭和61年(1986年）9月20日

0 0 (0)
0 0 (0)

43,385 46,779 (＋3,394)
0 0 (0)

20.0 20.0

(▲ 12,481)
177,225 164,822 (▲ 12,403)

自主事業収入（補助金除く） 117,215 101,773 (▲ 15,442)
(0)

85.70% 84.93% (▲ 0.77%)
⑵活動指標 H30年度実績 R1年度目標 R1年度実績 R2年度目標

10,164 10,086 (▲ 78)
▲ 26,789 ▲ 26,356 (＋433)

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

項目 H30年度 R1年度 （前年比）
160,600 148,552 (▲ 12,048)

187,389 174,908

➋ 文化教室の開催講座数 108 110 121 120
➊ プールの開催教室数（短期教室含む） 66 66 66 66

➍
➌

➏
➎

69,000
➋ プールの利用者数(人) 81,979 82,000 71,069 81,000

⑶成果指標 H30年度実績 R1年度目標 R1年度実績 R2年度目標
➊ 音楽ホールの利用者数(人) 53,721 70,000 58,898

➍
➌ 文化教室の利用者数(人) 23,357 23,000 22,674 24,500

➏
➎

要改善

　前述のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者が著しく減少しており、感染症の状
況を見極めながら収益の改善を図る必要がある。

□ 出ていない

・利用人数…ホール58,898人、プール71,069人、文化教室22,674人
　上記のとおりいずれも目標を下回ったが、令和2年(2020年)1月に発生した新型コロナウイルス感染症の影響によ
るものであり、感染症拡大防止のため、２月末以降休止するなど利用が見込めない状態であった。
　しかしながら、各部門の公益的事業は市民の文化芸術及びスポーツ活動を推進し、福祉の向上に寄与するため、
今後もより多くの利用者に安定したサービスを提供することを目標として、感染症拡大対策に取り組みながら、利
用者ニーズを踏まえた効果的な事業運営に努める必要がある。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 □ 見直しの余地あり ■

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり
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